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第１章  研究の背景と目的  
第１節  児童養護施設における暴力の現状  






















児童福祉法第 33 条の 12 において「被措置児童等虐待を受けたと思われる児
童を発見した者は、速やかに、これを都道府県の設置する福祉事務所、児童相






また、同法第 33 条の 14 第 1 項で「都道府県は、第 33 条の 12 第 1 項の規定






























































筆者が 2013 年 6 月に行った A 市内 B 児童養護施設の職員へのインタビューの
中で児童間性的暴力が認められた（篠原 ,2013 卒業論文）。 B 施設は、男女混合



































































立のための援助を行うことを目的とする施設とする」（児童福祉法第 41 条  1947 年法律第
164 号）  
 











るという。   
県警は 5 日、犯行に加わった 4 人のうち、中学 3 年生の少年（ 14）ら 3 人を、強盗殺人
の疑いで名古屋地検に送検した。中学１年生の少年（ 12）と、便乗して逃走した 2 年生（ 13）
の 2 人は、同日までに名古屋市内の少年鑑別所に移送された。  
（ http://gyakutai.yogo-shisetsu.info/cgi-bin/report/aichi-gakuen/diary.cgi）  
 









ない二－十八歳の子ども計五十八人が生活している。男子生徒は 2003 年 12 月から入所し
ていたという。施設側は「本件には一切何も答えられない」と話している。  
（ http://gyakutai.yogo-shisetsu.info/cgi-bin/yybbs/gyakutai-yybbs.cgi?mode=past


































































































































第３節  研究目的  






























































































第２章  児童間性的暴力の定義  
児童間性的暴力については法的な定義はなく、本論文で捉える児童間性的暴
力については関連する法文を整理する。刑法では第 176 条（強制わいせつ）、第
177 条（強姦）、第 178 条（準強制わいせつ及び準強姦）について定められてい
る。  
第 176 条「 13 歳以上の男女に対し、暴行又は脅迫を用いてわいせつな行為をした者は、
6 月以上 10 年以下の懲役に処する。13 歳未満の男女に対し、わいせつな行為をした者も、













1 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。   
2  児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。   
3  児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以外の
同居人による前 2号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の保護者としての監






















の従業者、第 12 条の 4 に規定する児童を一時保護する施設を設けている児童相談所の所




1  被措置児童等の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。   
2  被措置児童等にわいせつな行為をすること又は被措置児童等をしてわいせつな行為
をさせること。   
3  被措置児童等の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、同居
人若しくは生活を共にする他の児童による前二号又は次号に掲げる行為の放置その他の





































































第 3 章  研究方法  
第 1 節  データの収集方法  
過去に児童間性的暴力が発生した児童養護施設で被害児童・加害児童に面接
を行った経験のある職員に、インタビューガイド（表 2 参照）に沿って 1 時間
半～ 2 時間程度の半構造化インタビューを行った。インタビュー調査は、 2015
年 6 月 10 日、 C 県 D 児童養護施設の保育士（勤続 26 年）に対して行った。ま


























































第 3 節  倫理的配慮  























第 4 章  結果  
 2 か所の児童養護施設職員 1 人ずつにインタビューを行い、逐語録から事実
確認に関するものにラベルをつけ、そのラベルを分類・整理した結果、最終ラ
ベルは計 45 個で、 4 つのカテゴリーに分類された。以下はカテゴリーを【  】



























































































































































表 5 参照）。  
事案発生後 24 時間以内の被害児童に対する事実確認ガイド（ HF‐ 2）では、
性的暴力の回数や頻度といった深刻度に焦点を当て、これまでの性的暴力の被
害の態様について聞き取るものである。事案発生後 24 時間以内の加害児童に対























































































































（図 4 参照）。  
ワークショップでは、「深夜近くに巡回をしていた職員Ａは、中学生男児の部
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